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米ドル建普通社債及びユーロ建普通社債の発行について 

 

平成23年３月９日付プレスリリース「当社子会社であるイー・モバイル株式会社の借入債務のリファイナ

ンスに関するお知らせ」でお知らせいたしましたとおり、当社は、100％子会社であるイー・モバイル株式会

社の既存の借入契約に基づく借入金1,650億円のリファイナンスの一部として、外貨建普通社債（以下「本社

債」）を総額約570億円発行する予定ですが、平成23年３月24日（ニューヨーク時間）、本社債の発行条件を

以下のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．米ドル建普通社債 

 

（１） 社債総額  ４億2000万米ドル（約340億円）（注１） 

（２） 払込金額  各社債の金額20万米ドルにつき20万米ドル 

（３） 利率  年8.250％（米ドル建の利息金額に基づく表面金利）（注２） 

（４） 払込期日及び発

行日 

 2011年４月１日（ニューヨーク時間） 

（５） 利払日  毎年４月１日及び 10 月１日（初回は 2011 年 10 月１日）（ニューヨー

ク時間） 

（６） 償還期限  2018 年４月１日（ニューヨーク時間）（５年目以降のコールオプション

付） 

（７） 満期償還金額  各社債の金額20万米ドルにつき20万米ドル 

（８） 募集地域  米国及びその他の海外市場 

（９） 取得格付  Ba3（予備格付）（ムーディーズ・ジャパン株式会社） 

BB（スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ） 

（10） 資金使途  平成 23 年３月９日付プレスリリース「当社子会社であるイー・モバイ

ル株式会社の借入債務のリファイナンスに関するお知らせ」に記載の

融資契約（シンジケートローン）に基づく借入の期限前返済 

（11） その他  当社は、本社債に関し、為替スワップ取引を行うことを検討してお

り、当該取引によって、当社が実際に手取金として受け取る金額並び

に利息及び元本の返済額は、円貨にて定められる予定です。 

 

２．ユーロ建普通社債 

 

（１） 社債総額  ２億ユーロ（約228億円）（注１） 

（２） 払込金額  各社債の金額10万ユーロにつき10万ユーロ 



 

（３） 利率  年8.375％（ユーロ建の利息金額に基づく表面金利）（注２） 

（４） 払込期日及び発

行日 

 2011年４月１日（ニューヨーク時間） 

（５） 利払日  毎年４月１日及び 10 月１日（初回は 2011 年 10 月１日）（ニューヨー

ク時間） 

（６） 償還期限  2018 年４月１日（ニューヨーク時間）（５年目以降のコールオプション

付） 

（７） 満期償還金額  各社債の金額10万ユーロにつき10万ユーロ 

（８） 募集地域  欧州及びその他の海外市場 

（９） 取得格付  Ba3（予備格付）（ムーディーズ・ジャパン株式会社） 

BB（スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ） 

（10） 資金使途  平成 23 年３月９日付プレスリリース「当社子会社であるイー・モバイ

ル株式会社の借入債務のリファイナンスに関するお知らせ」に記載の

融資契約（シンジケートローン）に基づく借入の期限前返済 

（11） その他  当社は、本社債に関し、為替スワップ取引を行うことを検討してお

り、当該取引によって、当社が実際に手取金として受け取る金額並び

に利息及び元本の返済額は、円貨にて定められる予定です。 

 

（注１） 換算レート：１ドル＝80.98円、１ユーロ＝114.22円（平成23年３月24日現在） 

（注２） 為替スワップ取引により、実際に米ドル建普通社債及びユーロ建普通社債の双方の利息につき当

社が支払う日本円の合計金額に基づく本社債全体の実質金利は、年率５％台後半になる予定です。 

 

 

以 上 

 

本文書は、米国における証券の募集又は売出しを構成するものではありません。1933 年米国証券法に基づい

て証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは

許されません。当社の証券については、1933 年米国証券法に基づいて登録を行っておりません。本文書の米

国内での配布は禁止されています。なお、本件においては、米国における証券の公募は行われません。 

 


